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臨
時
給
付
金
対
策
室
か
ら
の
お
知
ら
せ

保
険
課
か
ら
の
お
知
ら
せ

更
新
の
時
期
に
な
り
ま
し
た

高
齢
受
給
者
証

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
、

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
人
に
、
新
し
い

「
国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
証
」
を

７
月
下
旬
に
お
届
け
し
ま
す
。

　
高
齢
受
給
者
証
が
届
い
た
ら
記
載
事

項
を
確
認
し
、
８
月
１
日
か
ら
は
新
し

い
高
齢
受
給
者
証
を
国
民
健
康
保
険
被

保
険
者
証
と
と
も
に
医
療
機
関
の
窓
口

に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

　
有
効
期
限
を
過
ぎ
た
高
齢
受
給
者
証

は
、
保
険
課
ま
た
は
各
地
域
局
、
各
地

域
市
民
セ
ン
タ
ー
へ
返
却
し
て
く
だ
さ

い
。

外
来
・
入
院
時
の
医
療
費
の

支
払
い
が
軽
減
さ
れ
ま
す

　
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」、「
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
」、「
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」（
軽
減
内
容
と

対
象
者
は
下
表
を
参
照
）を
提
示
す
れ
ば
、

経
済
的
な
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
現
在
、
認
定
証
を
お
持
ち
の
人

は
、
有
効
期
限
が
７
月
末
ま
で
で
す
。
引

き
続
き
認
定
証
が
必
要
な
場
合
は
、
更

新
の
手
続
き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

◆
申
請
場
所
…
保
険
課
健
康
保
険
係
、

各
地
域
局
、
各
地
域
市
民
セ
ン
タ
ー

◆
申
請
に
必
要
な
も
の
…
国
民
健
康
保

険
被
保
険
者
証
、
印
鑑

問 

保
険
課
健
康
保
険
係

☎
21
‐
０
２
５
８

認定証の種類 負担軽減の内容 対象となる人
限度額適用認
定証

医療費の窓口払いが自己負
担限度額までで済みます

70 歳未満の
人

標準負担額減
額認定証

食事代の標準負担額が減額
されます

70 歳未満で
住民税が非課
税世帯の人

限度額適用・
標準負担額減
額認定証

医療費の窓口払いが自己負
担限度額までで済み、食事
代の標準負担額が減額され
ます

70 歳 以 上
75 歳未満で
住民税が非課
税世帯の人

※所得状況によって自己負担限度額は変わります

臨
時
福
祉
給
付
金
・
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金

◆
対
象
者

①
６
月
分
の
児
童
手
当（
特
例
給
付
を

除
く
）を
市
か
ら
受
け
る
人

②
５
月
31
日
現
在
で
市
内
に
住
所
が
あ

り
、
６
月
分
の
児
童
手
当（
特
例
給
付
を

除
く
）を
受
け
る
資
格
の
あ
る
公
務
員

◆
支
給
額
…
対
象
児
童
１
人
に
つ
き

３
０
０
０
円

◆
申
請
方
法

①
市
か
ら
児
童
手
当
を
受
け
て
い
る
人

に
は
申
請
案
内
を
送
付
し
て
い
ま
す
。

申
請
書
に
必
要
事
項
を
記
入
・
押
印
の

上
、
返
信
用
封
筒
で
郵
送
す
る
か
、
申

請
先
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

②
公
務
員
は
勤
務
先
で
申
請
書
を
取
り

寄
せ
、
申
請
先
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
申
請
先
…
こ
ど
も
未
来
課
、
各
地
域

局
、
各
地
域
市
民
セ
ン
タ
ー

◆
申
請
期
限
…
12
月
１
日

（火）

問 

臨
時
給
付
金
対
策
室（
こ
ど
も
未

来
課
支
援
係
内
）☎
21
‐
０
２
８
８

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金

　
消
費
税
率
引
き
上
げ
の
影
響
を
踏
ま

え
、
臨
時
的
措
置
と
し
て
、
平
成
27
年

度
も
臨
時
福
祉
給
付
金
・
子
育
て
世
帯

臨
時
特
例
給
付
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

臨
時
福
祉
給
付
金

◆
対
象
者
…
平
成
27
年
１
月
１
日
に
市

の
住
民
基
本
台
帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る

人（
外
国
人
含
む
）で
、
平
成
27
年
度
の

市
民
税（
均
等
割
）が
課
税
さ
れ
て
い
な

い
人
。
た
だ
し
、
課
税
者
に
扶
養
さ
れ

て
い
る
人
、
生
活
保
護
を
受
給
し
て
い

る
人
は
対
象
外
で
す
。

※�

対
象
者
に
は
、
８
月
下
旬
に
市
か
ら

申
請
書
類
を
郵
送
し
ま
す
。

◆
支
給
額
…
対
象
者
１
人
に
つ
き　

６
０
０
０
円

◆
申
請
受
付
…
９
月
１
日

（火）
か
ら
受
け

付
け
を
始
め
る
予
定
で
す
。

問 

臨
時
給
付
金
対
策
室（
福
祉
課
生

活
福
祉
係
内
）☎
21
‐
０
２
６
６

保
険
課
か
ら
の
お
知
ら
せ

主
な
変
更
点
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

介
護
保
険
制
度
改
正

　

介
護
保
険
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
し

た
。
８
月
か
ら
の
主
な
変
更
点
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

◆
所
得
が
一
定
以
上
あ
る
人
の
利
用
者

負
担
割
合
が
変
わ
り
ま
す

　
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
自
己
負
担
割

合
は
、
今
ま
で
一
律
の
１
割
で
し
た

が
、
８
月
か
ら
は
一
定
以
上
の
所
得
が

あ
る
65
歳
以
上
の
人（
第
１
号
被
保
険

者
）に
つ
い
て
は
、
２
割
に
変
更
と
な

り
ま
す
。（
表
１
参
照
）

　

８
月
ま
で
に
利
用
者
負
担
割
合（
１

割
、
ま
た
は
２
割
）が
記
載
さ
れ
た
、「
介

護
保
険
負
担
割
合
証
」
を
要
介
護
等
認

定
を
受
け
て
い
る
人
に
交
付
し
ま
す
。

８
月
以
降
に
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
と
き
に
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事

業
者
に
必
ず
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の
上
限
額
を

一
部
引
き
上
げ
ま
す

　
「
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
」
は
１
カ

月
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
自
己
負
担

額
が
所
得
に
応
じ
た
上
限
額
を
超
え
た

と
き
に
、
超
え
た
額
が
支
給
さ
れ
る
こ

と
で
負
担
軽
減
と
な
る
制
度
で
す
。
申

請
が
必
要
で
、
対
象
と
な
る
人
に
は
市

か
ら
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

８
月
の
利
用
分
以
降
、
医
療
保
険

制
度
の
現
役
並
み
所
得
者
に
相
当
す

る
人
は
、
現
在
の
上
限
額
の
月
額

３
万
７
２
０
０
円
が
、
４
万
４
４
０
０

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

◆
低
所
得
者
の
施
設
利
用
者
の
食
費
・

居
住
費
へ
の
軽
減
要
件
が
変
わ
り
ま
す

　
介
護
保
険
施
設
入
所
時
、
短
期
入
所

（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
）利
用
時
の
食
費
・

居
住
費
は
自
己
負
担
が
原
則
で
す
が
、

低
所
得
者（
生
活
保
護
受
給
者
や
市
民

税
非
課
税
世
帯
の
人
）は
、
申
請
に
よ

り
負
担
を
軽
減
す
る
制
度
が
あ
り
ま

す
。
そ
の
対
象
者
と
な
る
条
件
が
、
８

月
か
ら
変
更
と
な
り
ま
す
。

①
住
民
票
上
、
世
帯
が
異
な
る（
世
帯

分
離
し
て
い
る
）場
合
の
配
偶
者（
婚
姻

届
を
提
出
し
て
い
な
い
事
実
婚
も
含

む
）の
所
得
も
判
断
材
料
と
な
り
ま
す
。

②
預
貯
金
な
ど（
表
２
参
照
）が
単
身

１
千
万
円
以
下
、
夫
婦
２
千
万
円
以
下

で
あ
る
こ
と
が
要
件
に
加
わ
り
ま
す
。

※
負
債（
借
入
金
・
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
）

は
、
預
貯
金
な
ど
か
ら
差
し
引
い
て
計

算
し
ま
す
。

問 

保
険
課
介
護
保
険
係 

☎
21
‐
０
２
９
９

本人の合計
所得金額が
160万円以上

同一世帯内の第 1号
被保険者の課税年金
収入＋その他の合計
所得

単身者は280
万円未満 １割

2 人以上は
346 万円未
満

１割

上記以外の場合 ２割
本人の合計所得金額が 160万円未満 １割

要支援・要介護認定を受けている第 1 号被保険者の
利用者負担割合の要件

※要支援・要介護認定を受けている第２号被保険者は
一律１割負担のままです。

預貯金などに含まれるもの 確認方法

預貯金（普通・定期） 通帳の写し

有価証券（株式・国債・地方債・社債など） 証券会社や銀行の口座残高の写し

金・銀（積み立て購入を含む）など購入先の口座残
高により時価評価額が容易に把握できる貴金属 購入先の銀行などの口座残高の写し

投資信託 銀行、信託銀行、証券会社などの口座残高の写し

現金（タンス預金等） 自己申告

▼預貯金など・・・資産性があり換金性が高く、価格評価が容易なもの

〈表１〉�

〈表２〉�


